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イノベーションと組織能力に関する
考察(その2)
小　沢　一　郎
1.はじめに
筆者が小沢(2005)1),小沢(2006b)2),小沢(2007)3'にまとめてきた進
化的イノベーションの研究によって,イノベーションを乗り越えるために
は,企業が備えるべき組織能力にフォーカスして議論する重要性が明らか
になってきた｡
そして,小沢(2008)4)は,イノベーションと組織能力に関する検討の前
段に相当し,イノベーションを乗り越えるために企業が備えるべき組織能
力に関する議論の基盤を整えたことになる｡
本稿はその後を受けて,イノベーションと組織能力に関する検討の第二
論文となる｡進化的イノベーションを乗り越えるだけでなく,イノベーシ
ョンの機会を捉えて自社をより優位なポジションへ導くために必要となる
組織能力についての仮説を得ることが,本稿の目的である｡
まず,イノベーションの創出プロセスに関する先行研究をレビューして
改善すべき点を明らかにし,オリジナルの｢イノベーション創出プロセス
･モデル｣を考察することから始めたい｡
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2.イノベーションの創出プロセス
2-1.イノベーションの創出プロセスに関係する先行研究
イノベーションのリニアモデルと,それを改良した連鎖モデルに加え,
価値連鎖モデルに関する先行研究をレビューしていくこととする｡
(1)イノベーションのリニアモデルと連鎖モデル
Kline (1990)r')は,それまで西欧で- ･般的に考えられていたイノベーシ
ョンの形態である｢リニアモデル(Linear Model)｣の欠点を批判し, ｢連
鎖モデル(Chain-linked Model)｣を主張して幾度かの改良を加えている｡
<図.2.1イノベーションのリニアモデルと連鎖モデル>の岡において上
部に示したのが, ｢研究｣ -｢開発｣ -｢生産｣- ｢マーケテイング｣と,
時間的に順次起きていくという意味でのリニアモデルである｡
それに対して,図の卜部に示したのが,改良連鎖モデルであり,彼はこ
のモデルにおいて, ｢技術と科学の知識境界面(那 : The Knowledge In-
terface ofTechnology and Science)｣の説明も加えている｡
Klineは,リニアモデルと連鎖モデルの5つの違いを以下のように述べ
ている｡
1)リニアモデルが唯一のプロセスを示しているのに対し,連鎖モデルは
5-6個の重要なプロセスを含んでいる｡
2)リニアモデルは単一な流れでフィードバックをもたないが,連鎖モデ
ルは多くのフィードバック･ループをもっている｡
3)リニアモデルでは研究がイノベーション･プロセスの導入部を独占し
ているが,連鎖モデルでは研究だけが出発点とはなっていない｡
4)リニアモデルでは研究はイノベーションの開始時のみ作用しているが,
連鎖モデルでは研究機能が開始時はもちろん,卜流のいくつかの段階
でも現れている｡
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図.2,1イノベーションのリニアモデルと連鎖モデル
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(出所)把ine, S. J. (1990) Innovation Styles in Japan and 71he United States: Cultu71al
bases; implications for competitiveness, Stan ford University. (鴫原文L訳
(1992) 『イノベーション･スタイルーn米の社会技術システム変単二の相違』
アグネ承風社, pp.17&20)より作成
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図.2.2　技術的イノベーションのリニアモデル
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(出所) Carlsson, B., Keane, J., and Martin, J. B. (1988) "lJearning and Problem Solv-
ing : R&D Organization asLearning Systems/ Managing Professionals in Inno-
vative Oy:ganizations, edited by Katz, R., Ballinger Pub. Co.より｡
5)リニアモデルではイノベーション源として最新の研究成果のみ採用し,
蓄積されている知識および技術パラダイム(思考の枠組み)のような
初歩的な源泉は取り上げていない｡
一一･万Carlsson (1988)ら6'は, <図.2.2　技術的イノベーションのリニ
アモデル>のようにリニアモデルを示している｡
すなわち,上段の流れのように発明という技術シーズからスタートして,
そのシーズを応用する研究,開発,設計,利用とリニアに進んでいくモデ
ルがひとつである｡そして,下段の流れのように顧客のニーズからスター
トして,その顧客ニーズを満たすための技術を探索し,そして開発,設計,
利用とリニアに進むモデルが三つ目であるとしている｡
十川(1997)7)は,新製品開発における｢技術と市場ニーズのダブル･リ
ンキングの重要性｣を主張しており,このリニアモデルに関して, ｢研究
開発活動をリニアなものとして位置づけることは,そのプロセスを技術主
導タイプかニーズ主導タイプのいずれかとしてとらえることに等しく,技
術とニーズのダブル･リンキングは実現されないことになる｡｣と批判し
ている｡研究･開発及びマーケテイング等,各機能組織間での密接なコミ
ュニケーションとコラボレーションによってフィードバック･ループを回
していける能力が重要になるものと考えられる｡
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(2)価値連鎖
Porter (1985)8'は, <図.2.3　価値連鎖の基本形>のように価値連鎖
(Value Chain)モデルを示している｡
Porterは,この図において主活動(Primary Activities)を下半分の左か
ら右へ, ｢購買物流(Inbound I』gistics)｣, ｢製造(Operations)｣, ｢出荷
物流(Outbound I』gistics)｣, ｢販売･マーケテイング(Marketing & Sales)｣,
｢サービス(SeⅣice)｣という流れで示した｡さらに上半分には支援活動
(support Activities)として,主活動を横断的にサポートするかたちで下
から, ｢調達活動(Procurement) ｣, ｢技術開発(Technology Development) ｣,
｢人事･労務管理(Human Resource Management)｣, ｢全般管理･インフ
ラストアラクチャ- (Firm Infrastructure)｣を示し,一番右側にこれらの
活動の結果生み出すマージン(Margin)を図示している｡多分にサイト
を意識したプロセスであると思われる｡
図.2.3　価値連銭の基本形
主　活　動
(=所) Porter, M. E. (1985) Competitive Advantage, rITle Free Press (土岐坤･中辻
酎百･小野寺武夫訳(1985) 『競争優位の戦略』ダイヤモンド社, p. 490).
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2-2.イノベーション創出プロセス･モデル
前節でレビューしてきた先行研究の成果に共感する部分を生かし改善点
を修正して,新たなイノベーションの創出プロセス･モデルの構築にチャ
レンジすることにしたい｡
(1)モデル構築の視点
前節で述べたPorterの価値連鎖の基本形モデルをベースとし,以下の
9つの視点を加えて変容させていくこととしたい｡
1)主活動の前半には, Porterのファーム･ベースのプロセスではなく,
｢技術研究｣, ｢製品開発｣及び, ｢生産技術開発｣を入れ込む｡
2)主活動に,前節で参照した十Jtl (1997)の｢技術と市場ニーズのダブ
ル･リンキングの重要性｣の主張を加え, ｢市場探索｣･｢商品企画｣
と進むストリームの双方とも盛り込む｡
3)主活動に,前節でKline (1990)が改良連鎖モデルで強調している,
｢フィードバック｣を盛り込む｡
4)主活動に, ｢企業等との協調関係｣を入れ込む｡すなわち,企業(同
業企業･サプライヤー企業･流通企業等を含む)や企業内組織,大学
等を含むNPO/NGOとの,戦略的提携･ M&A･そして横やかな協調
関係,そして顧客･ユーザーとのコラボレーションを盛り込むことと
する｡
Prahalad and Ramaswamy (2004)"がコンピタンスの源泉について
の時代的変化を, <図.2.4　コンピタンスの源泉についての考え方>
のように示していることを参照しつつ,小沢(2006b)10)の｢活発化す
る企業等のインタラクション｣で検討したことを活かしたいのである｡
また, Prahaladらの成果である第3段階(什入先や事業パートナ
ーもコンピタンスの源泉)と,第4段階(消費者や消費者コミュニテ
ィもコンピタンスの源泉として重要)を意識することによって,今後
の研究に備えることともなる｡
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図.2.4　コンピタンスの源泉についての考え方
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(HJ.所) Prahalad, C. K. and Ramaswamy, V. (2004) The Future of Competition, Har-
vard Business School Press (有賀裕十訳(2004) 『価値共創の未来へ:顧客
と企業のCo-Creation』ランダムハウス講談社, pp. 209-218.).
5)主活動の後半には,近年重要性の認識が広まった｢リサイクル｣を追
加する｡
6)支援活動の, ｢人事･労務｣に加えて, ｢経理･財務｣や｢総務｣サイ
ドからの支援活動を追加する｡
7)支援活動の｢技術｣の巾から,近年とりわけ重要性を増している｢情
報技術｣を敢えて強調する形で, ｢技術マネジメント｣と併せて標記
する｡
8)支援活動の｢調達｣にロジスティックスを支援活動として上に引きし
げ, ｢調達/ロジスティックス｣として位置づける｡
9)支援活動として, ｢品質管理｣と｢環境マネジメント｣を加える｡
(2)イノベーション創出プロセス･モデル
以上の視点を加えて構築したイノベーションの創出プロセス･モデルを
<図.2.5　イノベーション創出プロセス･モデル>に示す｡
まず,主活動としては,技術と市場ニーズのダブル･リンキングの重要
性を意識して, ｢市場探索･技術研究｣という双方の要素をもってファー
ストステップとした｡そして次に双方の要素それぞれを発展させた位置づ
けで｢商品企画･製品開発｣とし,続いて｢生産技術開発｣ - ｢生産｣ -
｢販売･マーケテイング｣-｢サービス･リサイクル｣とした｡ここでの
｢サービス｣には,販売後の修理などのアフター･サービスとその他のカ
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図.2.5　イノベーション創出プロセス･モデル
スタマ一･サービス,さらに収益を期待するサービス･ビジネスをも含む
こととする｡
なお,上記は大きな流れであり,各プロセスにおいては適時のフィード
バックや的確なコンカレント(Concu汀ent)活動が柔軟に行なわれること
を文字と矢印で表現した｡なお,ここでコンカレント活動とは, Takeuchi
&Nonaka (1996)11'が運動競技のメタファーを用いて,リレーのようにリ
ニアに進むのではなく,ラグビーのようにチームメンバーが一団となって
同時に走りながら,ボールをパスして進んでいく日本型新製品開発の特徴
となっている柔軟的活動を指しているのである｡
その下段に,顧客･ユーザー･他企業･組織･NPO/NGOとのコラボ
レーション活動が各プロセスのいつにおいても適時･的確におこなわれる
ことを文字と矢印で表現したのである｡
さて,次に支援活動に関して述べていくこととしたい｡
???
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まず, ｢調達/ロジスティックス･マネジメント｣を最も主活動に近い
位置に記載した｡研究開発をおこなうにも様々な資材の調達･ロジスティ
ックスが必要であるし,販売やサービス活動をおこなう際にもカタログや
部品の調達･ロジスティックスが必要である｡すなわちロジスティックス
は,原材料購買の調達ロジスティックス,生産サイト内の構内ロジスティ
ックス,販売地域対応の販売ロジスティックス,そしてアフター･サービ
ス時におけるサービス･ロジスティックス,さらにリサイクルのためのリ
サイクル･ロジスティックス(静脈ロジスティックス)というように,イ
ノベーション/商品/サービスの流れにおいてまさに,そのライフサイク
ル全般に渡り密接にサポートしている活動であるとの理解が必要であると
考えたからである｡
その上に｢情報技術/技術マネジメント｣を記載した｡ ｢技術｣はSteele
(1989)12)の定義によると,プロダクト･テクノロジー//プロセス･テクノ
ロジー/インフォメーション･テクノロジーの3種から構成されている｡
すなわち,この定義によると情報技術も技術の範噂に入っていることは承
知であるが,上記の9つの視点でも述べた通り,強調するために敢えてこ
のような記載方法を取っている｡すなわちここでの技術は,インフォメー
ション･テクノロジーを除いた,プロダクト･テクノロジー&プロセス･
テクノロジーを指すこととしたい｡その理由は,現在の企業経営において
情報技術の発達の理解とその活用は,全てのイノベーション･プロセスに
おいて極めて重要であると考えているからである｡
その上段に, ｢品質/環境マネジメント｣を記載した｡日本製の製品が
世界中に認められたのは,この品質マネジメントの支援力が強力であった
ことが大きな要因のひとつであることは異論の無いところであろう｡かつ
て生産品質を指していた,この｢品質マネジメント｣は1980年代から概念
の拡張をみて,やがて経営全般に係わる視点を提供するに至っている｡従
って,本モデルにおいても,イノベーションの創出プロセス全般を支援す
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る位置づけとした｡規格取得としても現在, IS0-9000シリーズ(品質マ
ネジメントシステム)は既に世界的企業にとっては必須の条件と言って良
いであろう｡
また,ここでのもうひとつの要素が｢環境マネジメント｣である｡企業
をひとつのバウンダリーで括って見た場合,その領域に入ってくるものの
マネジメントは先の｢調達マネジメント｣関係であるが,この領域から出
すもの,すなわちT.場やオフィスから出る様々な廃棄物/排気/排水等々
をマネジメントする必要がある｡また,製品///サービスの環境負荷の観点
からは, LCA (Life CycleAssessment:ライフサイクルアセスメント)千
法,すなわち製品等がライフを通じてどの程度の原材料やエネルギーを消
費し,一方どの程度の排気･排水･廃棄物を発生させるかを評価すること
は年々その重要性を増している｡すなわち,イノベーションの創出プロセ
ス全体を通じて,この環境マネジメントの視点と支援は外せない要素なの
である｡規格としても, IS0-14000シリーズ(環境マネジメントシステム)
への対応を含むべきであることについては,論を待たないであろう｡
その上段には, ｢人事･労務//経理･財務/総務マネジメント｣を記載
した｡いわゆる,従来から企業における経営資源と言われる,ヒト･モノ
･カネに対するマネジメントの観点からの支援活動を指している｡それも
単に,主活動が必要とするヒト･モノ･カネを遅延無く供給するだけの役
割でないことは言うまでもない｡より戦略的な経営支援という観点をも含
んでいるのである｡
なお,第4の経営資源とも言われる｢情報｣のマネジメントの一部は情
報技術マネジメントに含まれる要素であるが,残りの｢知識/ナレッジ｣
マネジメント,企業文化のマネジメント,そして後に詳述する組織能力の
メタ的なマネジメント等々は全て,その上段の｢トータル･マネジメント｣
に含む様に定義したいと考えている｡
そして,これら5階層として標記した支援活動が主活動に対して　一方的
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に支援する訳は無く,主活動と支援活動,および支援清動間においても緊
密な情報共有を行なうなどの相互作用を適切に行なうことが重要であると
の認識から,そのことを図に矢印で表現したのである｡
3.イノベーションに必要な組織能力
3-1.組織能力と組織モデル
まず,小沢(2008)一二う)においては組織能力に関する議論の基盤を整えた
が,その成果を継承して本稿においても, ｢組織能力｣とは｢組織として
の様々な活動を接着しうるような経営資源の活用能力｣であるという｢川
(2002)ll)の定義を用いることとする｡また小沢(2008)Ill)では, Ulrich&
Smallwood (2004) 16の研究成果も参考にした｡彼らは組織能力に対して,
｢人材と各種の経営資源を組み合わせながら業務を遂行する方法そのも
図.3.1能力のマトリックス
ⅠndiVidual 微&v?率?柳?
個人 ?y??
TechnicaT 技術.技能面 調?⇒ 
個人の ?y?,ﾂ?
職務能力 ?(4?5(98785?85?
Social 人間関係面 隆?
個人の ???xｭ?ﾈ蕀????
リーダーシップ能力 謄｢ﾘ5H487?(8ｨ6Rｳ｢ﾉ???
('TH所) Ulrich, D. and Smallwood, N. (2OO4) "Capitalizing on Capabilities" Harvayd
Business Review, June (西尚久訳(2004) ｢組織能力の評価法｣ 『ダイヤモン
ド･ハーバード･ビジネス･レビュー』 11什片,ダイヤモンド社).
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図.3.2　組織の整合性モデル
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経営リーダーシップ
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ネットワーク
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(LH一所) Tushman, M. L and O'ReillyⅢ, C. A. (1997) Wl'nning through innovation,
HaⅣard Business School Press (斎藤彰悟･平野和子訳(1997) 『競争優位の
イノベーション』ダイヤモンド社, p.74を参照上
の｣と,同様の定義している｡ <図.3.1能力のマトリックス>において,
彼らは図の(むを｢組織能力｣と位置づけていることも改めて確認しておき
たい｡
本章では,前章で構築した<図.2.5　イノベーション創出プロセス･モ
デル>と,小沢(2008)】7'で吟味したNadler &Tushman(1992)18'の<図.3.2
組織の整合性モデル>を考え合わせて,イノベーションを超克するために
必要な組織能力に関する検討を進めていきたい｡
3-2.組織モデル特性の類型化
小沢(2007)19)においては, Abernathy & Utterback (1978)2°'によるイノ
ベーションの推移に関するAberna仙y&U仕erback ･モデルをベースとし
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図.3.3　イノベーションの推移
-　プロダクトイノベーション
-　プロセス.イノベーション
一一一　マーケテイング
&サービス.イノベーション
■■　-　ヽ
′　　　　　　ヽ
′　　　　　　　　　ヽ
ヽ
ヽ
′
′
′
ヽ
初期　　　　　中期　　　　後期
イノベーション
フェーズ　　【11 【21 【3] 【41 [51
て, <図.3.3　イノベーションの推移>のように,イノベーションを3段
階のタームで示した｡
このようにイノベーションは初期のプロダクト･イノベーションが主体
となる時期から, (ドミナント･デザインの出現を経て)中期のプロセス
･イノベーションが主役となる時期へ移り,やがてイノベーション後期へ
と進んでいくが,小沢(2007)では仮説として,後期におけるマーケテイ
ング&サービス･イノベーションの必要性を議論したのである｡
さて,ある企業が同一業界内で進化的イノベーションを乗り越えていこ
うとすれば,全てのタームに対応する戦略を取ることとなるが,それを｢フ
ル･ターム(Full Term)戦略｣と呼ぶこととする｡しかしながら,いずれ
かのタームに焦点を当てる戦略も成立しうるので,この戦略を｢パート･
ターム(Part Term)戦略｣と呼び,合わせて検討していくこととする｡こ
のタームに関する基本戦略は,各企業が向き合うイノベーションの類型(プ
ロダクトtイノベーション/プロセス･イノベーション/マーケテイング
&サービス･イノベーション)を選択することに繋がっていくのである｡
??????ー?ョ?????
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図.3.4　組織モデル特性の類型化
パートターム　　　フル･ターム
戦略　　　　　　戦略
モノ特性 ?ﾘ8ｸ6??ｲ?
モノ特性 ??ｸ7?ｲ?
/マルチ特性 ?ﾘ8ｸ6??ｲ?
-リノ,この戦略立案にあたっては,各企業が擁する事業分野の鉱がりも
合わせて考えねばならないであろう｡何故なら,各事業分野については,
その戦略立案時点におけるイノベーションのタームが異なるだけでなく,
事業ごとに全く異なるスピードでタームが進行していることも稀では無い
からである｡
そこで,この二つの要素を考え合わせて, <図.3.4　組織モデル特性の
類型化>のように,各企業が抱える事業の複雑性(単一一事業/複数事業)
と,各企業が持つイノベーションの期間に対して持つ基本戦略のスタンス
(パート･ターム戦略/フル･ターム戦略)を軸とするマトリクスにおい
て,組織モデルの特性を類型化し,それぞれの類型に必要となる組織能力
を検討していくこととしたい｡
この凶のように, ｢単一一事業&パート･ターム戦略｣の企業においては,
基本的には単一の組織特性,すなわち｢モノ特性｣と考えられる｡次に,
｢単一一一事業&フル･ターム戦略｣では事業特性は単一ながら,フル･ター
ムに対応するために,例えば技術研究や生産機能･マーケテイング機能な
ど複数の特性を持つ組織機能を内包する必要があり, ｢マルチ特性｣が必
要と考えられる｡また, ｢複数事業&パート･ターム戦略｣では,事業特
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性が異なればマルチ特性になるであろうし,事業特性が同様であればモノ
特性といえるので, ｢モノ特性/マルチ特性｣と置いておく｡さらに, ｢複
数事業&フル･ターム戦略｣では,双方の特性が異なる可能性があり, ｢ス
ーパーマルチ特性｣と呼べる状況であると考えられる｡
それでは以下に,それぞれに関して具体的にどのような組織能力が必要
となるか,検討を進めることとしたい｡
3-3.モノ特性の組織モデル
｢単一事業&パート･ターム戦略｣では, 3つのタームのそれぞれに対
して3種類のパターンを想定しうることになる｡
(1)プロダクト･イノベーションに特化:
これは,おそらく｢研究開発型ベンチャー企業｣が典型的なケースであ
ろう｡すなわち,本格的な生産活動や販売ノ//サービス活動は他企業に任す
ことを前提に,技術開発とプロトタイプ(Proto上竹pe:試作品)の製品開
発までの段階に特化した企業形態を選択した場合である｡
図.3.5　新規事業が持たなくてはならない既存事業とは違うDNAの4要秦
既存事業
業務に精通した人材
階層構造
固定給色が強く,
説明責任重視
リスクを避ける
スタッフ
組織構造
システム
組織文化
(出所) Govindarajan, Ⅴ. and Trimble, C. (2005)
新規事業
クリエーター,
インスパイアラー
フラット
柔軟な報酬体系,
学習能力重視
リスクを受け入れる
Ten Rules for Stylategic Innovatoys,
HaⅣard Business School Press (酒井泰介訳(2006) 『戦略的イノベーション
新事業成功への条件』ランダムハウス講談社, p. 55.).
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義.3. 1規律重視型組織と創造性重視型組織
規律を重んじる組織の効率追求 ??)?/?H/?h.?y?,ﾈﾏ越i,xｸ?
(コードA) 宙5(?6??
自分の職務に専念する 刎x,?h.x.ﾘ.ｨ+?價ﾙ?+x.?
得意分野を追求する 冕)&ﾘ,ﾉ|ﾈ刺,?y?+x.?
現在の顧客ニーズを満たす 傅ｹx?ﾈﾍｨｷ?ｨ?5??ﾉ?+x.?
物事を計画する ???ｨ-ﾈ-ﾈ,??ｸ.?
説明責任を要求する 俾冰(,h?>?ｸ/??ﾘ.x+r?
物事のやり方や組織構造を押しつける 偃????Rﾉ??ﾕﾉ?/?H*h+ﾘﾏ?ﾈ/?8+r?
(出所) Govindarajan, Ⅴ. and Trimble, C. (2005) Ten Rules for Strategic Innovators,
Harvard Business School Press (酒井泰介訳(2006) 『戦略的イノベーション:
新事業成功への条件』ランダムハウス講談社, p.44.)より作成｡
表.3.2　イノベ-ション企業文化の要因
継続的に改善することが目標, 仂?I&?》不均衡 ??x8ﾈ6(6?ｩUr?ｨ5??X484篦?
決められたことを達成する能力 劍?､?ｸ/?xｸ?X*ｸ.僞ﾉ|ﾒ?
インクリメンタル.イノベ-シ ????》変化 ??h4(4ｨ8ｲ?86ﾘ7?ｸ5h8x98ｯ｢?
∃ン期間 劍ｭB?
現在の価値に結びつく効率性と 偖y(h峪6B?ﾐ--, ??6??/??h,H彧x?ﾈ廂&ﾂ?
スピード 劔??,?(,???
プロセスの着実な実行 亢ｹzY6B?t意外性 ?ｩ.愛?ﾈ馼?/?x?馼ﾘ?h+X,B?h.異??
プライドによってイノベ-シ∃ ?h8?86?B?t脅威 仆ｨ?,?h,?H齷?曁?/?ﾙ?+r?
ンに必要な自信を育てる 劍.?
資源の配分に注意を払う 兢ｸｨH嶹6B?t革新的 ?ｨ5???ﾘ廁+Rﾈ8ｨ5??X484?+x-x*ｸ鳧ｯｨ/?ｹ&h,X*ｸ.?
探索する分野を定義する 倡y?6B?t自由 ?HﾟX+x.兒ｩnﾈ/?X*ｸ*(?,兔?r??
確実性をコントロールする ?ﾙ????ﾉhh+8/?(986x8ﾘ?8ｸ+x.?
(出所) DaviIa, T., Epstein, M. J., and Shelton, R. (2006) Making Imovation Work:
How to Manage It, Measure It, and Projitjiom It,Wharton School Publishing
(スカイライトコンサルティング訳(2007)『イノベーション･マネジメント』
英治出版, p.336.).
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図.3.6 イノベーションには創造性と獲得とのバランスが必要
創造力
-独創的思考
-斬新なアイデアと洗練されたアイデア
.
実
験
-暖昧さ，不確
実
性
-
翻査
・直感
-意外性
-勇気
-適切に選別する
・疑問を投げかけ.
未知のイノベーションを探求する
-機会をとらえる
・未来を視覚化し，
あらゆる選択肢を考慮する
イノベーション
具現化コンセプト
-形式的思考
-エンジニアリング/製造
.精密さ
-計算されたトレードオフ
-アイデアの売り/買い
.正しい手続
・疑問に答え，解決策を検伍する
-大きなリスクを避ける
.製品を市場に出す
-インクリメンタル志向
(出所) Davila， T.， Epstein， M. ].， and Shelton， R. (2006) Making Innovation Work 
Hoωto Manage It， Measure It， and Profit from It， Wharton School Publishing 
(スカイライトコンサルテイング訳(2007) rイノベーション ・ マネジメントJ
英治出版， p.140.). *著者の一人である， Shelton， R. (2001)“Developing an 
intemal marketplace for innovation\Prism， 1.を引用。
すると， 企業の持つべきコンピタンスも組織能力も比較的単純となるで
あろうO 小沢(2008) 21)の第4章における一連の検討内容と照合するとす
れば，<図.3.5 新規事業が持たなくてはならない既存事業とは違うDNA
の4要素>においては「新規事業」サイドのDNA. 4要素であろうし，
く表.3.1 規律重視型組織と創造性重視型組織>においては「創造性を重
んじる組織の効率追求(コードB) JそのものであろうO
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また, <図.3.6　イノベーションには創造性と獲得とのバランスが必
要>においてはバランスを欠いてでも｢創造のプロセス｣にウェイトを掛
けるべきであろうし, <表.3.2　イノベーション企業文化の要因>におい
ては｢ラディカル･イノベーション｣サイドを徹底してこそ,当該企業の
強みが際立つものと考えられる｡
(2)プロセス･イノベーションむ.=特化:
このケースはおそらくEMS (Electronics Manufacturing Service :電子
機器の受託生産)企業のような事業形態に当てはまるものと考えられる｡
すなわち,研究開発と販売了ノ/サービス活動を本業とする他企業から生産受
託を受けて,前述の｢Q･C･D｣を追求してひたすらに生産改善のイン
クリメンタル･イノベーションを重ねる企業を想定するのである｡
すると,このケースにおいても企業の持つべきコンピタンスと組織能力
も比較的単純となる｡同様に小沢(2008)22'･第4章の一連の検討内容と
照合するとすれば, <凶.3.5　新規事業が持たなくてはならない既存事業
とは違うDNAの4要素>においては｢既存事業｣サイドのDNA･ 4要
素であろうし, <表.3.1規律重視型組織と創造性重視型組織>において
は｢規律を重んじる組織の効率追求(コードA)｣そのものであろう｡
また, <凶.3.6　イノベーションには創造性と獲得とのバランスが必
要>においてはバランスを欠いてでも｢価値獲得のプロセス｣にウェイト
を掛けるべきであろうし, <表.3.2　イノベーション企業文化の要因>に
おいては｢インクリメンタル･イノベーション｣サイドを徹底してこそ,
当該企業の個性が際立つものと考えられる｡
(3)マーケテイング&サービス･イノベーションに特化:
このケースはおそらく,ファブレスで販売活動を行なうマーチャンダイ
ジング企業であるとか,パソコン関連サービスを専業で提供するようなサ
ービス専門企業が相当するものと考えられる｡
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3-4.モノ特性の組織モデルに必要な組織能力
まず,モノ特性･組織モデルの企業における組織能力を検討するために
<図.3.7　モノ特性･組織モデルに必要な組織能力>を表してみた｡
モノ特性なので,企業内においては唯一の組織モデル(重要課題,文化,
公式組織,人材)の影響下で様々な企業活動が行なわれている｡組織能力
が問われるポイントとしては,各人のコンピタンスや知識を個人と個人の
間での相互作用を促進すること,及び,個人学習を仕組みによって組織学
習-と高め,組織の知識として定着させていくこととなるであろう｡そし
て,その組織能力の発揮を妨げる障壁として, ｢個人の心理的障壁｣が挙
げられる｡
状況をイメージするために,主な評価指標として各個人の営業成績が設
定されている営業部門を考えてみたい｡各営業マン個人は,営業ノウハウ
図.3.7　モノ特性･組織モデルに必要な組織能力
図.3.8　個人学習と組織学習の橋渡し
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(出所) Probst, G. and Buchel, B. (1997) Oy:ganizational Leaning, Prentice Hall, p. 21.
は自分が苦労して築き上げた財産であるので,そうそう容易く共有化を図
ろうとしない｡仲の良い同僚と非公式にノウハウの交換をする程度であろ
う(図.3.7の個人学習間の矢印)｡
そこで,このようなケースに問われる組織能力は,各個人の得た学習内
容をいかにスムーズに組織の知識として蓄積し共有し,組織全体としての
パフォーマンスを高められるか,ということとなるであろう｡
この個人学習から組織学習-の連携に関して, Probst & Buchel(1997)2:i'
は<図.3.8　個人学習と組織学習の橋渡し>のように表現している｡
つまり,個人学習から組織学習への橋渡し(ブリッジ)として,コミュニ
ケーション/′透明化//統合化の3つの要素を挙げているのである｡コミュ
ニケーションのみならず,各種情報の透明化や統合化に触れているところ
が重要であろう｡
そして,この透明化と統合化を促進するには,主な評価指標が各個人の
営業成績のみの状態で良い訳は無く,報奨システムの変更等を絡めて組織
-の貢献意欲と一一一体化を高めていくことが必要となってくるであろう｡
3-5.マルチ特性･組織モデルと必要な組織能力
<囲.3.4　組織モデル特性の類型化>のように, ｢単一事業&フル･タ
ーム戦略｣と｢複数事業&パート･ターム戦略｣においては,異種の特性
イノベーションと組織能力に関する考察(その2)　　65
のコンピタンスと組織能力が必要となり,より高度な組織能力が必要とな
るものと考えられる｡つまり前節において,パート･ターム戦略企業の3
つのケースで見てきたような,モノ特性･組織モデルの状態のままでは,
組織の整合性の確保を継続できないために,戦略立案や業務遂行にあたり,
各所で議論が噴出して不効率な状態に陥ってしまうからである｡
さて,小沢(2008)24)で検討したように, Tushman & 0'ReillyⅢ (1997)25)
図.3.9　組織の基本構成とテクノロジー･サイクル
厳格な プロセス ?
製造.販売 ? 侏Xｦ??
の組織能力 ? 兌h峇?
厳格な 公式組織 ?
ルーズな プロセス ?
研究開発 企業家精神 的な組織能力 ? ?ｸ?5??[h峇?
ルーズな 組織 ?
L Eイン]ノ
(LLH.所) Tushman, M. L., 0'ReillyⅢ, C. A. (1997) mnning Th710ugh innovation, Har-
vard Business School Press (斎藤彰悟･平野和子訳(1997) 『競争優位のイ
ノベーション』ダイヤモンド社, p.205.)より作成｡
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は, <図.3.9　組織の基本構成とテクノロジー･サイクル>のように
<図.3.2　組織の整合性モデル>を用いたテクノロジー･サイクルについ
て述べている｡
この図のようなテクノロジー･サイクルにおいて, ｢動乱期｣組織モデ
ルは｢ルーズなプロセス/ルーズな文化/ルーズな組織/研究開発･企業
家精神的な組織能力26'｣であり, ｢漸進的変革期｣組織モデルは｢厳格な
プロセス/厳格な文化/厳格な公式組織了製造･販売の組織能力27'｣を意
味している｡
これを参考として, <閲.3.3　イノベーションの推移>における3種類
のイノベーション(プロダクト･イノベーション/ノブロセス･イノベーシ
ョン//マーケテイング&サービス･イノベーション)に対応するような組
織モデルのセットを想定すると, <図.3.10　3種類のイノベーションに
対応する組織モデル>の様に考えることができる｡
すなわち, ｢動乱期｣組織モデルはラディカル･イノベーションを想定
した｢プロダクト･イノベーション｣に, ｢漸進的変革期｣はインクリメ
ンタル･イノベーションを想定した｢プロセス･イノベーション｣に仮置
図.3.10　3種類のイノベーションに対応する組織モデル
*プロダクトイノベーション　　　　　*プロセス･イノベーション　　　　　　*マーケテイング&サービスイノベーション
(ラジカル･イノベーションを想定)　　　(インクノメンタル･イノベーションを想定) (バリエーション有るイノベーションを想定)
*情熱+論理
大胆さ
チャレンジ稚神
失敗を責めない
*真面目さ+行動力　　　　　　　　　　*モデレート: moderate
着実　　　　　　　　　　　　　　　　*共感(ハート･愛)+行動力
慎重　　　　　　　　　　　　　　　　　柔軟性(発想･行動)
冷静
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きしてみた｡そして,マーケテイング&サービス･イノベーションは適度
に厳格なプロセス等は必要なものの,接する相手は工程中の品質が安定し
たマシン/部品ではなく,様々な性格を持つ生身の人間なので,あまりに
もマニュアルに添った画一一一的な対応ではなく, ｢モデレート｣な組織モデ
ルが必要であろうとして表現したのである｡
そして, <囲.2.5　イノベーション創出プロセス･モデル>の主清動部
分に,この<図.3.10　3種類のイノベーションに対応する組織モデル>
を当て軟め,支援活動を統括するヘッドクオータにも新たな第4の組織モ
デルを想定すると, <図.3.11マルチ特性･組織モデルの企業>のよう
に,マルチ特性･組織モデルの企業の姿を図示することが可能となる｡
さらに,このような企業に必要な組織能力を, <図.3.12　マルチ特性
組織モデルに必要な組織能力>の様に表現してみる｡
<図.3.7　モノ特件組織モデルに必要な組織能力>で｢個人の心理的障
図.3.11マルチ特性･組織モデルの企業
???
68 
図.3.12 マルチ特性・組織モデルに必要な組織能力
l例.プロダクト・イノベーションl l例・プロセス・イノベーション1 l例:マーケティング&サービス・イノベーションl
壁」は説明しているが， 新たに2つの障壁が存在することを示した。
すなわち， ラデイカル ・ イノベーションを前提にした組織モデル/イン
クリメンタル ・ イノベーションを前提にした組織モデル/モデレートなイ
ノベーションを想定した組織モデル， のそれぞれにおいて組織モデルのセ
ットは異なるので， それぞれの活動の聞において学習を促進するような組
織能力を発揮するためには， 図示した「組織モデル間の障壁」をクリアー
しなければならないものと考えられるO
さらに， その様な複数の組織モデルを包含しマネジメントせねばならな
い本社/企業グループ本社組織においては， I多様性を包含するプロセスj，
「多様性を包含する文化j， I多様性を包含する組織j， I多様性を許容する
人材j， という懐が広くて深い第4の組織モデルを持つことが要求される
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図.3.13　組織の基本構成:両刀使いのできる組織の管理
瀬進型イノベーション
･文化が耐えざる改善を促す
･漸進的な変革
･一貫性と統制
･変異形を排除する
･コスト.数量
･マネジメントチームは数量とコスト
に報酬を与える
構築型イノベーション
･文化が単位部門の枠を超えた
連携を促す
･サブシステムを追加.連結する
･マネジメント,チームは統合と
連携に報酬を与える
エグゼクティブ･チーム
不連続型イノベーション
･文化がブレークスルー的な
イノベーションを促す
･実験と変異
･何かをすることで学習する
･マネジメントチームは実験と
ブレークスルー的なイノベーショ
ンに報酬を与える
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･明確な,わかりやすいビジョンを示す
･複数の基本構成のバランスをとる
･異種混合と同種混合のバランスをとる
イノベーション･ストリームの変換で賭けに出る
･両刀使いを要する要素を管理する
今日/明日
大規模/小規模
漸進型/不連続型
(出所) Tushman, M. L. and O`ReillyⅢ, C. A. (1997) mnning 71hrough innovation,
HaⅣard Business School Press (斎藤彰悟･平野和子訳(1997) 『競争優位の
イノベーション』ダイヤモンド社, p.211.).
のである｡そして,この柔軟な本社組織モデルと個々の部門における組織
モデルとは,弁証法における｢止揚(aumeben:アウフヘーベン)｣を行
なうことが要諦となるのである｡
この第2 ･第3の障壁に関連して, Tushman&0`ReillyⅢ (1997)2パ)は,
<図.3.13　組織の基本構成:両刀使いのできる組織の管理>のように,
全社組織に相当するエグゼクティブ･チームが,｢漸進型イノベーション｣
･｢構築型イノベーション｣･｢不連続型イノベーション｣という3種類の
イノベーションを想定した各組織に対してどのように,組織能力を発揮す
れば良いかの主張をしている｡
まず漸進型イノベーション(-インクリメンタル･イノベーション)を
担う組織が持つ特性として,文化が耐えざる改善を促す//漸進的な変革了′
一貫性と統制/ノ変異形を排除する/コストと数量/マネジメント･チーム
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は数量とコストに報酬を与える,という要素を挙げているのである｡
次に不連続型イノベーション(-ラディカル･イノベーション)を担う
組織が持つ特性として,文化がブレークスルー的なイノベーションを促す
/ノ/実験と変異/′′/何かをすることで学習する/マネジメント･チームは実験
とブレークスルー的なイノベーションに報酬を与える,という特徴を示し
ている｡
さらに,構築型イノベーションを担う組織が持つ特性として,文化が単
位部門の枠を超えた連携を促す/サブシステムを追加･連結する//′マネジ
メント･チームは統合と連携に報酬を与える,という特徴を挙げているが,
これはヘッドクオータのスタッフ部門に対応するであろう｡
そして最後にエグゼクティブ･チームが持つべき特性として,明確な･
わかりやすいビジョンを示す了複数の基本構成のバランスをとる//異種混
合と同種混合のバランスをとる////イノベーション･ストリームの変換で賭
けに出る/両刀使いを要する要素(今日と明日,大規模と小規模,漸進型
と不連続型)を管理するとの特徴を主張しているのである｡
3-6.スーパーマルチ特性･組織モデルと組織能力
<図.3.4　組織モデル特性の類型化>のように, ｢複数事業&フル･タ
ーム戦略｣の企業においては,マルチ特性･組織モデルの企業よりもさら
に異種の特性のコンピタンスと組織能力が必要となり,さらに高度な組織
能力が必要となるものと考えられる｡
それでは,スーパーマルチ特性･組織モデルにおける組織能力はどのよ
うな機能が必要となるのであろうか｡まず,スーパーマルチ組織モデルを
<図.3.14　スーパーマルチ特性･組織モデルと組織能力>のように考え
てみることとする｡
この例示のように,マルチ特性･組織モデルを各々が内包する複数の事
業組織(ここでは, α事業･β事業･γ事業)と,ヘッドクオータ組織(支
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図.3.14 スーパーマルチ特性・組織モデルと組織能力
ヘッドクォ-$1
トーヲルマネジメン ト
パ 人 事 ・労務/経J!l'r.;司'常 務マネジメント L..\ LJ ，， � """ ..- 1.劃 \l
I 品質r-千円ム1ント l 4\-
ー l人材ト+斗文ftJ --_______.11- __ 
\ì 情報 枝 」寸歪道ア メント υ 
調進/ロジス寸ゴτ入・マネジメント
\1 \1 
援機能のみの組織としてく図.2.5 イノベーションの創出プロセス ・ モデ
ル>の上の部分のみを図示)から構成されることになるO
すると， このように， さらに新たな障壁が存在することが理解できるO
すなわち， 各々の事業聞に事業特性の違いから発生する「組織モデル ・特
性問の障壁jとi(事業横断)ヘッドクォータ機能との間の障壁」であるO
前者の組織モデル ・特性聞の障壁は， 内包する生産特性(アセンブリ/プ
ラント， 受注生産/見込み生産， 大量自動生産/少量パッチ生産など)や
販売特性(機器販売/ソリューション提供， ルートセールス/個別セール
スなど)， 或いは事業が持つ時間特性別)等々と， 同一事業内部における機
能聞の組織モデルの相違と比較すると， 異なる観点から11幅広い相違点を抱
えていると認識することが， 組織能力を検討-するに当たっては必要と思わ
れる口 なお， 後者は先のマルチ組織モデルと同様の障壁の類と解釈しうる
であろうO
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4.イノベーションに必要な組織能力
4-1.組織能力に対する阻害要因の重層構造
前章において検討してきた内容から組織能力の阻害要因の垂層構造をま
とめると, <図.4.1組織能力の阻害要因>のように表現することができ
る｡
まず,図の左側に記載した組織能力の阻害要因に関して,最下層から順
に｢個人の心理的障壁｣, ｢組織モデル･特性間の障壁｣, ｢止揚への矛盾｣
という障壁を表した｡この中で, ｢組織モデル･特性間の障壁｣に関して
は前章において,障壁になりうる2つの要因を指摘しているので整理して
おくこととする｡
まず,当初に設定した<図.3.4　組織モデル特性の類型化>のマトリク
スを構成している2つの要素から整理する｡最初に戦略の対象となるター
ム,すなわち<図.3.3　イノベーションの推移>において,各企業の事業
が遭遇している｢イノベーションの時期｣,という要素が組織モデルに差
異をもたらす要因であった｡そしてこの要素は,各企業が向き合う｢イノ
ベーションの類型(プロダクト･イノベーション/プロセス･イノベーシ
ョン/マーケテイング&サービス･イノベーション)｣を決定することと
繋がっていた｡フル･ターム戦略を採用する企業であれば,これら3種類
のイノベーションの類型のいずれか複数に対して,ある時点でそれぞれ対
応している組織モデルを同時に有しているがゆえに,それらを融合するこ
とが可能な組織能力をもマネジメントは所有して駆使する必要があると考
えることができたのである｡
マトリクスの2つ目の軸は,企業が抱える事業が単一か複数か,という
要素であった｡複数事業を有している場合は,それらの｢事業特性(前述
したような,生産特性,販売特性,研究開発特性､時間特性等々)｣が異
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図.4.1組織能力の阻害要因
なる場合も多いであろうし,それら事業特性が異なればそれに適応する組
織モデルも異なっていると考えられるであろう｡
そして,これら組織モデルの違いが,イノベーションに向けて組織能力
の発揮を妨げる障壁を高く形成していくのである｡
4-2.組織能力の重層構造
イノベーションの実現の為には,前節で検討した組織能力の阻害要因の
それぞれに対抗しうるように強力な組織能力を重層的に構築していく必要
がある｡その重層構造を､阻害要因に相対する形で<図.4.2　組織能力の
垂層構造>のように表現してみた｡
すなわち､図･左側の最下層から｢個人の心理的障壁｣, ｢組織モデル･
特使間の障壁｣, ｢止揚への矛盾｣という3段階の阻害要因に対してそれぞ
れ､ ｢個人心理的障壁の解消//昇華｣, ｢組織モデル･特使間障壁の融解/ノ′
昇華｣, ｢止揚への矛盾の昇華｣,となるのである｡単にマイナス･レベル
をゼロ･レベルにする｢解消｣や｢融解｣だけでなく,イノベーションを
実現するためには別格のプラス･レベル- ｢昇華｣させる能力が必要なの
である｡障壁を突き破り,異種の組織モデルを温合させて化学変化を発生
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図.4.2　組織能力の重層構造
*組織能力の阻害要因 *租織能力の重層構造
_=≡二二重
させることによって,イノベーションのための知恵とエネルギーを生み出
だそうという発想なのである｡
この3段階の中で,様々な要素を含む中段の,組織モデル･特性間障壁
の融解/昇華に関して,ここで他の視点からの議論を加えておく｡
(1)事業部門内の各機(能組織)の間に存在する障壁
この｢組織モデル･特性間の障壁｣は,マルチ特性･組織モデルにおい
て事業部門内の各機能(組織)の間に存在する障壁と,スーパーマルチ特
性･組織モデルにおいて各事業(組織)間に存在する障壁の2つを指摘し
た｡まず,前者に関する障壁の融解/昇華について検討してみたい｡
<表.4.1組織モデル･特性間障壁の融解と昇華(1)>に示したよう
に,横軸に事業部門内の各機能組織(セクション)を,縦軸にはいくつも
の経常課題をとって考えてみる｡横軸の各機能は, <図.2.5　イノベーシ
ョン創出プロセス･モデル>の各機能に基づいて記載してある｡
さらに表の中には例示としてではあるが,各課題解決に参画するセクシ
ョンに○印を,オブザーバー的に参加するセクションに△印を記載してみ
た｡例えば,事業全体を貫く英知を集めて問題解決に当たる必要のある課
題Aの類の課題も多いであろう｡
また,市場における製品の技術問題を早期解決するための革新的体制構
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秦.4.1組織モデル･特性間障壁の融解と昇華(1 )
事業細内 セクシヨ､ 亰ｨ?ﾊHｸb?s場探索 ?h蝌ｵｨ??ﾌ売/マ- ?H?7(5?支援機能 
/製品開発 艇ⅹV舒?b?生産 ??X48984?/リサイクル ???(7B?
課局 丿X5ｨ4?h8x92?eセクション 丿X5ｨ4?h8x92?eセクション 丿X5ｨ4?h8x92?eセクション 
課題A. 窒? ?ﾈ???戟R ? ) 鋳? 鋳?
課題B ?ｲ?｢ ?ｲ?｢ ?ｲ??
課題C ?"?｢ ?ｲ???ｲ??
課題Z ? ? ? 
築という類の課題であれば,課題Bに例示したように,技術関係セクシ
ョンを通して参画させたチーム編成をするかも知れない｡
また例えば,納期短縮のために受発注システムとロジスティックス･シ
ステムの革新的取組という類の課題であれば,課題Cに例示したように,
生産･販売･サービス･各部門に加えて,ロジスティックス関係と情報技
術関係の支援機能スタッフが参画したチームを編成するものと考えられる
のである｡
このような機能横断的に横串を適すプロジェクトチームによって,各機
能(組織)の問に存在する組織モデル間障壁を突き破り,イノベーション
を起こしていく素地を築くことができるであろう｡
事例としては,日産自動車(秩)が1999年にCFT (Cross Functional
Team)によって,縦割りの硬直した組織文化を打破して多くのイノベー
ションを実現して業績を急回復させたことは,良く知られているところで
ある｡
(2)各事業(組織)間に存在する障壁
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次に,スーパーマルチ特性･組織モデルにおいて各事業(組織)間に存
在する障壁の融解/昇華について検討してみたい｡
<表.4.2　組織モデル･特性間障壁の融解と昇華(2)>に示したよう
に,横軸に各事業部門を,縦軸にはいくつもの経営課題をとって考えてみ
る｡横軸には, <図.3.14　スーパーマルチ特性･組織モデルと組織能力>
の図の様にα事業･β事業･†事業から∈事業までの各事業と,ヘッドク
オータにおいて支援機能を担うスタッフ組織をとってある｡
一万,縦軸については, <図.2.5　イノベーション創出プロセス･モデ
ル>の各機能に基づいて,経営課題の分類をイメージして記載したもので
ある｡
さて,表の中には例示として,品質//環境マネジメントのケースを図示
してある｡このように,特に全社的(企業グループ的)な対応が, PR///IR
などの対外的にも,企業内部の実質的な効率上においても,さらには企業
秦.4.2　組織モデル･特性間障壁の融解と昇華(2)
各事兼帯門 井層 ??(ｼb?ﾀ事業 ??hｼb?嚢馼ｼb?wッドクオータ 支援各スタッフ 
技術研究/製品開発 ? ? ? 
市場探索/商品企画 ? ? ? 
生産技術/生産 ? ? ? 
販売/マーケテイング ? ? ? 
サービス/リサイクル ? ? ? 
調達/ロジスティックス ? ? ? 
情報技術/技術マネジメント ? ? ? 
晶井/環境マネジメント ? ? ? 
人事.労務/経理.財務/総務 マネジメント ? ? ? 
トータル.マネジメント ? ? ? 
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(企業グループ)全体を纏め上げていくシンボル的にも有利であるケース
においては,図のように企業内BU (Business Unit)や各関係会社全体を
横断的に貫く横串を通す有効性が特に期待できるであろう｡この様な活動
によって, (1)の｢事業部門内の各機(能組織)の間に存在する障壁｣
の場合と同様に,障壁を打破するところから異種混合の化学変化によって,
イノベーションの知恵とエネルギーを生み出だすダイナミズムを引き起こ
すことに接近しうると考えるのである｡
4-3.メタレベル組織能力の必要性
ここで, <図.3.1能力のマトリックス>に戻って考えると,企業にお
けるコア･コンピタンスの先鋭化を図りながら,これだけ重層的な組織能
力の課題をクリアーして,持続的な競争優位性を獲得するためには,どの
ような組織能力のあり方を考えれば良いであろうか｡
これを解決する考え方としては, <図.4.3　メタレベル組織能力の必要
性>のように,この重層的な組織能力自体を獲得･開発し更新していく視
点を持つマネジメントを実施することであろう｡
このような能力を,組織能力自体を高める組織能力,という意味を込め
て｢メタレベル組織能力｣と呼びたいのである｡
それではどのようなフレームワークで,この新たなマネジメントに取り
組めば良いのであろうか｡一つのアイデアを<表.4.1組織能力マネジメ
ント･マトリクス>に示すこととする｡
このマトリクスの横軸における｢ヒドゥン･プログラム(HiddenPr0-
gram)｣に関して補足説明しておくこととする｡教育学の分野において｢ヒ
ドゥン･カリキュラム(HiddenCurriculum)｣という概念は､ Jackson
(1968)30)が用いて以来現在に至るまで認知されている概念であるが,表に
表れない裏のカリキュラム或いは隠れたカリキュラムが教育機関には存在
する,という考え方である｡それは教育機関が有する様々な教育資源が暗
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図.4.3　メタレベル組織能力の必要性
黙の内に生徒/学生達に様々な影響を与えており,表のカリキュラムに劣
らず,この隠れたカリキュラムの影響力が非常に大きいと考えられている
のである｡
この概念をヒントとして,企業においても組織モデルの特に組織文化に
係わる領域においては,明文化される等,明確に意識される｢クリアー･
プログラム(ClearProgram)｣と共に,この｢ヒドゥン･プログラム｣を
意識的に仕込むことが有効であろうと考えるのである｡
一一一万縦軸は､企業として公式に位置づけられる｢フォーマル｣と､グレ
ーゾーンも含め非公式に位置づけられる｢インフォーマル｣の二つを置く
こととする｡
それぞれの象硯に関して考えると,まず｢クリアー･プログラム&フォ
ーマル｣の象硯は,意図する諸活動が組み合うように明確に示すことであ
る｡例えば,トップが明確なメッセージを発する,評価基準に盛り込む等々
が挙げられるであろう｡
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秦.4.1組織能力マネジメント･マトリクス
クリアー.プログラム ???H92?h8ﾘ4???
フ ォ I マ ノレ ? 
イ ヽ ノ フ ォ I マ ノレ ? 
｢クリアー･プログラム&インフォーマル｣は明確な意図は発しながら
もフォーマルな形で促進せずにインフォーマルな形式に任す方法である｡
例えば,社内ネットワーク上にフォーラムを開設する目に見える(クリア
ー)形をとりながら,その書き込み/′ノ/閲覧等はインフォーマルにメンバー
の自由に任せ,創発的な効果を期待することなどが挙げられるであろう｡
｢ヒドゥン･プログラム&フォーマル｣は,意図を明確に表明しないな
がらも,フォーマルな動きを絡める方法で,例えば,交流を促進したい部
門を近接に配置したりすることが挙げられる｡部門の配置は公式に行われ
る動きであるのでフォーマルに位置づけられるが､隠された意図も裏で働
いていると考えると良いであろう｡
｢ヒドゥン･プログラム&インフォーマル｣は,明確に他からは見えな
いし,フォーマルな動きでもない方法で交流を促進する方法で,例えば,
両部門のキーマンにそれぞれ別途接触してインフォーマルな交流を促すな
どの動きが相当するのである｡
すなわち,この組織能力マネジメント･マトリクスには,トップが壇上
から語る正式セレモニーから,暗黙の内に進行する個人間//組織間の動き
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までを,計画的のみならず創発的な仕掛けを含めて企画･実行する要素が
含まれている｡このようなマネジメントを意図している企業は未だそれ程
多くないと想定しうるが,組織能力自体を向上させる基本的な考え方の-一
つの方向性を示しているものと考えられるのである｡
5.まとめ
本稿は,小沢(2008)31'で,イノベーションを乗り越えるために企業が
備えるべき組織能力に関する議論の基盤を整えたことを受けて,イノベー
ションと組織能力に関する検討の第二論文の位置づけであり,進化的イノ
ベーションを乗り越えるだけでなく,イノベーションの機会を捉えて自社
をより優位なポジション-導くために必要となる組織能力についての仮説
を得ることが本稿の目的である｡
第2章においては,イノベーションの創出プロセスに関する先行研究を
レビューして改善すべき点を明らかにし,オリジナルの｢イノベーション
創出プロセス･モデル｣を構築した｡
第3章においては,そのイノベーション創出プロセス･モデルと,Nadler
&Tushman (1992)32'の組織の整合性モデルを考え合わせて,モノ特性･
組織モデル,マルチ特性･組織モデル,スーパーマルチ特性･組織モデル
という3種類のモデル類型化を行った｡そして,イノベーションの実現に
とって障害となる障壁の状態と特性について考察し,必要な組織能力に関
する検討を加えた｡
第4章においては,仮説レベルではあるが,イノベーションを阻む障壁
の垂層構造と障壁を打破する組織能力を明らかにすると共に,メタ組織能
力の必要性と組織能力マネジメントのアイデアを含めて考察を進めて仮説
群の構築をおこなった｡
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